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○国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針 

(平成十六年七月三十日) 

(厚生労働省告示第三百七号) 

改正 平成二一年 三月三一日厚生労働省告示第二三三号 

同 二六年 三月三一日同      第一四〇号 

同 二八年 六月一四日同      第二四八号 

同 三〇年 三月三〇日同      第一五六号 

令和 二年 三月二七日同      第一一三号 

令和 五年 八月三一日同      第二五八号 

国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号)第八十二条第四項の規定に基づき、国民

健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針を次のように定めたので、同項の規定に

基づき公表し、平成十六年八月一日より施行する。 

国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針 

第一 本指針策定の背景と目的 

一 国民の健康づくりや疾病予防をさらに推進するため、健康増進法(平成十四年法律第

百三号)が平成十五年五月一日に施行され、同法に基づく健康増進事業実施者に対する

健康診査の実施等に関する指針(平成十六年厚生労働省告示第二百四十二号。以下「健

康診査等実施指針」という。)が平成十六年六月十四日に公布されたところである。 

また、平成二十年四月一日には、高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法

律第八十号)及び特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準(平成十九年厚生

労働省令第百五十七号)が施行されたことに伴い、健康診査等実施指針の一部が改正さ

れるとともに、同法に基づく特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図

るための基本的な指針(平成二十年厚生労働省告示第百五十号)等の関連告示が適用さ

れ、生活習慣病のうち特に糖尿病、高血圧症、脂質異常症等の発症や重症化を予防する

ことを目的として、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防のための健康

診査(以下「特定健康診査」という。)及び保健指導(以下「特定保健指導」という。)の

実施が、市町村(特別区を含む。以下同じ。)及び国民健康保険組合(以下「組合」という。)

に対し義務付けられることとなった。 

さらに、平成二十五年度からは国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的

な方針(平成二十四年厚生労働省告示第四百三十号)により、健康づくりや疾病予防の更

なる推進を図ることとされたが、令和六年度からは国民の健康の増進の総合的な推進を
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図るための基本的な方針（令和五年厚生労働省告示第二百七号。以下「基本方針」とい

う。）により、誰一人取り残さない健康づくりの展開とより実効性をもつ取組の推進を

図ることとされている。 

平成二十八年四月一日には、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険

法等の一部を改正する法律(平成二十七年法律第三十一号。以下「改正法」という。)に

よる国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号。以下「国保法」という。)第八十

二条の改正により、市町村及び組合は、特定健康診査及び特定保健指導のほか、健康教

育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力に

ついての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業(以下「保健事業」

という。)を行うように努めなければならないこととされた。 

また、改正法の施行により、平成三十年度から、都道府県が国民健康保険の財政運営

の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保等、国民健康保険の運

営に中心的な役割を担うこととなった。 

人生百年時代を見据え、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施

するため、令和二年四月一日には、医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための

健康保険法等の一部を改正する法律(令和元年法律第九号)による国保法第八十二条の

改正により、市町村は、国保法に基づく保健事業について後期高齢者医療制度の保健事

業と介護保険の地域支援事業と一体的に実施するよう努めるものとするとされた。 

また、国民健康保険の運営における都道府県の役割を更に強化する観点から、都道府

県は、市町村及び組合が行う保健事業に関して必要な支援を行うよう努めなければなら

ないこととされた。 

本指針は、国保法第八十二条第十一項の規定に基づき、健康診査等実施指針と調和を

保ちつつ、市町村及び組合が行う保健事業に関して、その効果的かつ効率的な実施を図

るため、基本的な考え方を示すものである。 

二 我が国では、生活環境の変化や高齢化の進展に伴って、疾病に占める生活習慣病の割

合が増えてきており、がん、循環器疾患、糖尿病、COPD(慢性閉塞性肺疾患をいう。

以下同じ。)等の生活習慣病が死因の約六割を占めている。また、医療費に占める割合

についてもがん、循環器疾患、糖尿病、COPD等の生活習慣病が三割を占めている。 

しかしながら、生活習慣病は、多くの場合、食生活、身体活動等の日常の生活習慣を

見直すことによってその発症や進行を未然に防ぐことが可能であると言われている。一

方で、本人に明確な自覚症状がないまま、症状が悪化することが多いことから、本人が
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自らの生活習慣の問題点を発見し、意識して、その特徴に応じて、生活習慣の改善に継

続的に取り組み、それを市町村及び組合等が支援していくことが必要である。 

人工透析の主な原疾患である糖尿病性腎症の重症化予防など生活習慣の改善に向け

た取組は、個々の被保険者の生涯にわたる生活の質(以下「QOL」という。)の維持及び

向上に大きく影響し、ひいては、医療費全体の適正化にも資するものである。 

三 こうした中で、近年、特定健康診査の実施や診療報酬明細書及び調剤報酬明細書(以

下「診療報酬明細書等」という。)の電子化の進展等により、市町村及び組合が健康や

医療に関する情報を活用して被保険者の健康課題の分析、保健事業の評価等を行うため

の基盤の整備が進んでいる。 

また、平成二十七年には、健康寿命の延伸とともに医療費の適正化を図ることを目的

として、民間主導の活動体である日本健康会議が発足し、自治体、企業、保険者等にお

ける先進的な取組を横展開するため、令和二年までの数値目標を定めた「健康なまち・

職場づくり宣言二〇二〇」が、令和三年には、コミュニティの結びつき、一人一人の健

康管理、デジタル技術等の活用に力点を置いた予防・健康づくりを推進するため、令和

七年までの数値目標を定めた「健康づくりに取り組む五つの実行宣言二〇二五」が採択

された。 

四 本指針は、これらの保健事業をめぐる動向を踏まえ、生活習慣病対策をはじめとして、

被保険者の自主的な健康増進及び疾病予防の取組について、市町村及び組合がその支援

の中心となって、都道府県とも連携し、被保険者の特性を踏まえた効果的かつ効率的な

保健事業を展開することを目指すものである。 

五 市町村及び組合をはじめとする保健事業の実施者は、本指針及び健康診査等実施指針

に基づき、保健事業の積極的な推進が図られるよう努めるものとする。 

第二 保健事業の基本的な考え方 

一 市町村及び組合の役割の重視 

１ 市町村及び組合は、被保険者の立場に立って、健康の保持増進を図り、もって病気

の予防や早期回復を図る役割が期待されており、都道府県、他の市町村及び組合、後

期高齢者医療広域連合等様々な実施主体と連携しながら、個々の被保険者の自主的な

健康増進及び疾病予防の取組を支援すべきであること。また、被保険者の健康の保持

増進により、医療費の適正化並びに都道府県、市町村及び組合の財政基盤強化が図ら

れることは当該都道府県、市町村及び組合自身にとっても重要であること。 

２ 市町村は、国保法第八十二条第一項の規定により市町村が行う被保険者の健康の保
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持増進のために必要な事業のうち、高齢者の心身の特性に応じた事業を行うに当たっ

ては、高齢者の医療の確保に関する法律第百二十五条第一項に規定する高齢者保健事

業及び介護保険法第百十五条の四十五第一項から第三項までに規定する地域支援事

業と一体的に実施するよう努めること。 

３ 市町村及び組合は、被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事業を実施し、その際

には地域の特性にも配慮すること。また、保健事業への参加率が低い傾向にあると考

えられる地域の住民たる被用者保険の被保険者及び被扶養者についても、保健事業へ

の参加を促進するため、高齢者の医療の確保に関する法律第百五十七条の二第一項の

規定に基づき都道府県ごとに組織される保険者協議会等を活用することなどにより

他の医療保険者及び地域産業保健センターと連携するなどの工夫をすること。 

４ 市町村及び組合は、保健事業の実施にとどまらず、禁煙の推進、身体活動の機会の

提供、医療機関への受診勧奨など、被保険者の健康を支え、かつ、それを守るための

環境の整備に努めること。 

二 健康・医療情報の活用及びPDCAサイクルに沿った事業運営 

保健事業の効果的かつ効率的な推進を図るためには、健康・医療情報(健康診査の結

果や診療報酬明細書等から得られる情報(以下「診療報酬明細書等情報」という。)、各

種保健医療関連統計資料その他の健康や医療に関する情報をいう。以下同じ。)を活用

して、PDCAサイクル(事業を継続的に改善するため、Plan(計画)―Do(実施)―Check(評

価)―Act(改善)の段階を繰り返すことをいう。以下同じ。)に沿って事業運営を行うこと

が重要であること。また、事業の運営に当たっては、費用対効果の観点も考慮すること。 

三 生活習慣病対策としての発症予防と重症化予防の推進 

生活習慣病に対処するため、二次予防(健康診査等による疾病の早期発見及び早期治

療をいう。)及び三次予防(疾病が発症した後、必要な治療を受け、心身機能の維持及び

回復を図ることをいう。)に加え、一次予防(生活習慣を改善して健康を増進し、疾病の

発症を予防することをいい、健康診査の結果等を踏まえ、特に疾病の発症の予防のため

の指導が必要な者(以下「要指導者」という。)に対して生活習慣の改善に関する指導を

行うことを含む。以下同じ。)を重視し、総人口に占める高齢者の割合が最も高くなる

時期に高齢期を迎える現在の青年期・壮年期の世代への生活習慣病の改善に向けた働き

かけを重点的に行うとともに、小児期からの健康な生活習慣づくりにも配慮すること。 

また、糖尿病性腎症等の合併症の発症、症状の進展等の重症化予防の推進を図ること。 

四 特定健康診査及び特定保健指導の実施 
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１ 特定健康診査については、糖尿病等の生活習慣病の発症には、内臓脂肪の蓄積(以

下「内臓脂肪型肥満」という。)が関与しており、肥満に加え、高血糖、高血圧等の

状態が重複した場合には、虚血性心疾患、脳血管疾患等の発症リスクが高くなるため、

糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、メタボリックシ

ンドロームに着目し、生活習慣を改善するための特定保健指導を必要とする者を的確

に抽出するために行うものである。 

２ 特定保健指導については、内臓脂肪型肥満に着目し、生活習慣を改善するための保

健指導を行うことにより、対象者が自らの生活習慣における課題を認識して行動変容

と自己管理を行うとともに健康的な生活を維持することができるようになることを

通じて、糖尿病等の生活習慣病を予防することを目的とするものである。 

３ これらの実施に当たっては、特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施

を図るための基本的な指針を参照すること。 

また、特定健康診査及び特定保健指導の実施率向上を図るため、対象者が参加しや

すいような環境づくりに努めるなどの工夫をすること。 

五 きめ細かい保健指導の重視 

１ 市町村及び組合は、特定健康診査及び特定保健指導の実施にとどまらず、健康診査

においては、個々の被保険者に生活習慣の問題点を発見させ、意識させるという機能

を重視するべきであり、健康診査の結果を踏まえた、よりきめ細かい、個々の被保険

者の生活習慣等の特性に応じた継続的な保健指導に重点を置くこと。 

２ 健康診査の結果等を踏まえ、要指導者に対して生活習慣の改善に関する保健指導を

行うことを中心に位置付けるが、必要な者には、受診勧奨や、重症化予防のための保

健指導等を実施するよう努めること。 

六 市町村及び組合の特性に応じた事業運営 

１ 市町村又は組合ごとに、住民及び被保険者の疾病構造、健康水準、受診実態、活用

できる物的・人的資源等が大きく異なり、医療費にも格差があることから、各市町村

又は組合は、地域の特性、医療費の傾向等の分析を行うとともに、被保険者のニーズ

を把握し、分析の結果を踏まえて優先順位や課題を明らかにし、市町村又は組合の特

性に応じた効果的かつ効率的な保健事業を行うよう努めること。 

２ 保健事業を行うに当たっては、都道府県や保険者協議会等関係者と十分連携し、地

域ごとの医療費の特性や健康課題について共通の認識を持った上で、地域の特性に応

じた保健事業を行うよう努めること。 
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３ 地域の関係者が連携、協力して健康づくりを行うとの観点から、地域の特性の分析

や、それに応じた課題に対する保健事業の企画及び実施に当たっては、健康増進法、

母子保健法(昭和四十年法律第百四十一号)、学校保健安全法(昭和三十三年法律第五十

六号)、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和二十五年法律第百二十三号)

等に基づく地域における他の保健事業や介護保険法(平成九年法律第百二十三号)に

基づく事業と積極的な連携及び協力を図るとともに、都道府県、他の市町村及び組合

や被用者保険の保険者等とも連携、協力すること。 

４ また、関係者間で、保険者協議会や、必要に応じ地域・職域連携推進協議会等の場

も活用することにより、各種行事や専門職研修等を共同して実施したり、施設や保健

師等の物的・人的資源を共同して利用するなど、効率的に事業を行うよう努めること。 

第三 保健事業の内容 

市町村及び組合は、第二の保健事業の基本的な考え方を踏まえ、本項に示す保健事業を

実施するよう努めること。また、被保険者が参加しやすいような環境づくりに努め、特に

参加率が低い被保険者については重点的に参加を呼びかけるなどの工夫を行うこと。 

なお、本指針は、今後重点的に実施すべき保健事業を示すものであり、以下の項目以外

でも、市町村又は組合独自の創意工夫により、健康増進及び疾病予防の観点から、より良

い保健事業を展開することを期待するものであること。 

一 健康診査 

１ 健康診査は、健康診査後の通知及び保健指導とともに、保健事業の中核的な事業の

一つであり、今後とも、健康診査等実施指針等に沿って、効果的かつ効率的に実施し

ていくことが重要であること。 

２ 被保険者の利便性を考慮して、健康増進法に基づく健康増進事業等と連携を図り、

各種検診の同時実施に努めること。 

また、その際には、検診の種類ごとに、対象者、対象年齢、検査項目等を適切に把

握し、被保険者に周知すること。 

３ 被保険者にとって受診が容易になるよう、健康診査の場所、時期及び期間等を工夫

すること。 

また、健康増進法、母子保健法等に基づく地域における他の保健事業との連携及び

協力を十分に図ること。 

二 健康診査後の通知 

１ 健康診査を行った場合には、速やかに、治療を要する者及び要指導者の把握をはじ
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めとして、対象者の健康水準の把握及び評価を行うこと。また、市町村及び組合以外

の者が健康診査を行う場合でも、事後の指導を有効に行うため、必要な範囲で、結果

の把握に努めること。 

２ 健康診査の結果の通知については、医師、保健師等の助言及び指導を得て、治療を

要する者に対して、必要に応じ医療機関での受診を勧めるとともに、経年的な変化を

分かりやすく表示したり、生活習慣等に関する指導事項を添付するなど、対象者に自

らの生活習慣等の問題点を意識させ、療養及び疾病予防に効果的につながるような工

夫を行うこと。 

三 保健指導 

保健指導は、健康診査の結果、生活状況、就労状況、生活習慣等を十分に把握し、生

活習慣の改善に向けての行動変容の方法を本人が選択できるよう配慮するとともに、加

齢による心身の特性の変化などライフステージや性差に応じた内容とすること。その際

には、個人を対象とした指導、小集団を対象とした指導、集団を対象とした指導等、対

象者の状況に応じて、効果的かつ効率的な方策をとること。 

四 健康教育 

１ 健康教育(対象者の生活状況等に即した生活習慣病の予防等に関する指導及び教育

を実施することをいう。以下同じ。)は、市町村又は組合の特性や課題に応じてテー

マや対象、実施方法等を選定し、計画的かつ効果的な実施に努めること。その際、個

別の保健指導と併せて実施する等、個人の行動変容に対する取組を支援していくもの

とすること。 

２ 生活習慣病は生命及び健康に対して危険をもたらすものであることを示す一方で、

生活習慣の改善が健康増進や疾病予防につながった好事例を示すなど、具体的な事例

を挙げながら、運動習慣、食習慣、喫煙、飲酒、歯の健康の保持等について、生活習

慣に着目した健康管理の重要性を被保険者に理解させること。 

３ 喫煙や飲酒が健康に及ぼす悪影響については、多くの疫学研究等により指摘がなさ

れており、例えば、喫煙の弊害を具体的な数値を挙げて説明するなど、効果的な指導

及び教育を行うこと。 

４ 心の健康づくりは、健康の保持増進に極めて重要であることから、市町村及び組合

は、被保険者への心の健康に関する正しい知識の普及啓発等を通じ、心の病気の予防、

早期発見及び早期治療ができるような健康教育を推進すること。また、その際、プラ

イバシーの保護に配慮する一方で、他の健康教育と一体的に実施するなど、心の健康
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に関する健康教育が利用しやすくなる工夫を行うこと。 

五 健康相談 

１ 健康相談は、被保険者の相談内容に応じ、主体性を重んじながら、生活習慣の改善

をはじめとした、必要な助言及び支援を行うこと。その際には、被保険者の生活習慣

に対する意識及びプライバシーの保護に配慮すること。 

２ 地域の健康管理センター等において定期的に健康相談を開催し、被保険者の参加を

促すとともに、疾病別に行うなど、より効果的で充実したものとなるよう工夫するこ

と。 

また、実施時間に配慮する、保健師等による巡回相談を行う、専門の電話相談窓口

を設ける、電子メールを活用するなどの工夫を行い、従来健康相談を利用する機会が

少なかった被保険者にも利用の機会を増やすよう努めること。 

３ 被保険者が心の健康に関する相談を利用しやすい環境となるよう、他の健康相談と

一体的に実施するなどの工夫を行うこと。 

六 訪問指導 

１ 保健指導は、被保険者の心身の状況、置かれている環境、受診状況等に照らして、

居宅を訪問して指導することが効果的と認められる者を対象として実施すること。そ

の際には、例えば、他の市町村及び組合等と連携、協力するなど、効率的に行うよう

工夫すること。 

２ 居宅等における訪問指導を実施する場合には、おおむね次の事項に関する指導を必

要に応じて本人又はその家族に対し行うこと。 

(一) 健康診査等の結果、診療報酬明細書等情報等からみて、医療機関に受診が必要

な者への受診勧奨 

(二) 地域における保健医療サービス、福祉・介護予防等の実施状況を勘案し、必要

があると認められる場合には、これらのサービス等の活用方法又は居宅における療

養方法に関する指導 

(三) 生活習慣病等の予防に関する指導 

(四) 心の健康づくりに関する指導 

３ 特に、複数の医療機関を重複して受診する被保険者については、その事情を十分に

聴取し、必要に応じて適切な受診につながるような助言及び指導を行うこと。 

また、継続的な治療が必要であるにもかかわらず、医療機関を受診していない被保

険者についても、その事情を十分に聴取した上で、適切な助言及び指導を行うこと。
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その際には、必要に応じて、医療機関と十分な連携を図ること。 

七 健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力についての支援 

１ 健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力についての支援は、被保険者の

健康づくりに向けた意識や行動の変容を図ることを目的として、被保険者がそれぞれ

の年齢や健康状態等に応じ、健康づくりの取組を開始するきっかけや継続するための

支援等として実施するものである。当該支援を実施する場合には、当該目的に照らし

て、当該支援が真に効果的であるかについて定期的に評価しながら行うこと。 

２ 当該支援の実施に当たっては、必要な医療を受けるべき被保険者の医療機関への受

診抑制を招き、これにより症状が重症化すること等がないよう、十分に留意すること。 

八 社会情勢の変化等に対応した保健事業 

被保険者の健康課題や属性の分析等を踏まえて事業を選択することを前提に、生活習

慣病の発症予防や重症化予防の推進に加え、例えば、重複投薬・多剤投与対策をはじ

めとした適正な医薬品の使用の啓発・普及や二次性骨折予防の取組を含むフレイル対

策、四十歳未満の被保険者の事業主健診データを活用した若年層対策等の取組の実施

に努めること。 

第四 国保データベース(KDB)システム等を活用した高齢者保健事業等に関する情報の授

受 

市町村は、国保法第八十二条第五項に規定する高齢者の心身の特性に応じた事業を行う

に当たって必要があると認めるときは、他の市町村及び広域連合に対し、被保険者の医療、

介護、特定健康診査等に関する情報の提供を求めることができるとともに、当該情報の提

供を求められた市町村及び広域連合は当該情報を提供しなければならないこと。情報の授

受に当たっては、KDBシステム(国民健康保険法施行規則(昭和三十三年厚生省令第五十三

号)第三十二条の三十二の五に規定するデータベースであって、国民健康保険団体連合会

（国保法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が構

成するものをいう。)等を活用して行うこと。また、市町村は、当該市町村内の後期高齢

者医療所管課、国民健康保険所管課及び介護保険所管課が保有する被保険者の医療、介護、

特定健康診査等に関する情報を他の市町村等から提供を受けた情報と併せて一体的に活

用することができること。 

第五 保健事業の実施計画(データヘルス計画)の策定、実施及び評価 

市町村及び組合は、健康・医療情報を活用した被保険者の健康課題の分析、保健事業の

評価等を行うための基盤が近年整備されてきていること等を踏まえ、健康・医療情報を活
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用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事

業の実施計画(以下「実施計画」という。)を策定した上で、保健事業の実施及び評価を行

うこと。 

実施計画の策定、保健事業の実施及び評価に当たっては、次の事項に留意すること。 

一 実施計画の策定 

実施計画の策定に当たっては、特定健康診査の結果、診療報酬明細書等情報等を活用

し、市町村又は組合、被保険者等ごとに、生活習慣の状況、健康状態、医療機関への受

診状況、医療費の状況等を把握し、分析すること。その際、性別、年齢階層別、疾病別

の分析のほか、経年的な変化、他の市町村及び組合との比較等、更に詳細な分析を行う

よう努めること。 

その際、市町村健康増進計画(健康増進法第八条第二項に規定する市町村健康増進計

画をいう。以下同じ。)の策定時に用いた住民の健康に関する各種指標も活用すること。 

これらの分析結果に基づき、直ちに取り組むべき健康課題、中長期的に取り組むべき

健康課題等を明確にして、目標値の設定を含めた事業内容の企画を行うこと。 

具体的な事業内容の検討に当たっては、栄養・食生活、身体活動・運動、休養・睡眠、

飲酒、喫煙及び歯・口腔(くう)の健康など、基本方針に示された各分野及びその考え方

を参考にすること。その際、身体の健康のみならず、心の健康の維持についても留意す

ること。 

また、保健事業の選択・優先順位付けに当たっては、解決すべき健康課題への対応、

財政上の制約、事業効果のエビデンス、地域特性、社会環境等を考慮して決定すること。 

なお、都道府県から実施計画の策定に当たっての方針等が示される場合には、当該方

針等を踏まえて実施計画を策定すること。 

二 実施計画に基づく事業の実施 

実施計画に基づく事業(以下単に「事業」という。)の実施に当たっては、特定健康診

査及び特定保健指導の実施率の向上を図り、被保険者の健康状態に関する情報の把握を

適切に行うとともに、特定健康診査の結果等を踏まえ、対象者を健康状態等により分類

し、それぞれの分類にとって効果が高いと予測される事業を提供するよう努めること。 

特に疾病の重症化の予防等に係る事業を行う際には、医療機関や地域の医療関係団体

との連携を図ること。 

１ 一次予防の取組としては、被保険者に自らの生活習慣等の問題点を発見させ、その

改善を促す取組を行うこと。このような取組としては、情報通信技術(ICT)等を活用
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し、被保険者自身の健康・医療情報を本人に分かりやすく提供すること、被保険者の

性別若しくは年齢階層ごと又は市町村若しくは組合等ごとの健康・医療情報を提供す

ること、被保険者の健康増進に資する自発的な活動を推奨する仕組みを導入すること

等が考えられる。 

２ 生活習慣病の発症を予防するため、特定保健指導の実施率の向上に努めること。 

また、特定保健指導の実施に当たっては、特定健康診査の結果や診療報酬明細書等

情報等を活用して生活習慣の改善により予防効果が大きく期待できる者を明確にし、

優先順位をつけて行うことが考えられること。 

３ 疾病の重症化を予防する取組としては、健康診査の結果や診療報酬明細書等情報等

を活用し、あらかじめ明確な基準を設定して、疾病の重症化のリスクの高い者を抽出

した上で、これらの者に対して、症状の進展、虚血性心疾患、脳血管疾患、糖尿病性

腎症等の合併症の発症等を抑えるため、優先順位を付けて適切な保健指導、医療機関

への受診勧奨を行うこと等が考えられること。また、取組の実施に当たっては、医師

会等地域の医療関係者との連携に努めるとともに、医療機関に受診中の者に対して保

健指導等を実施する場合には、当該医療機関と連携すべきこと。 

４ 健康・医療情報を活用したその他の取組としては、診療報酬明細書等情報等を活用

して、複数の医療機関を重複して受診している被保険者に対し、医療機関、市町村及

び組合等の関係者が連携して、適切な受診の指導を行うこと等が考えられること。 

また、診療報酬明細書等情報等に基づき、後発医薬品を使用した場合の具体的な自

己負担の差額に関して被保険者に通知を行うなど、後発医薬品の使用促進に資する取

組を行うことも、医療費の適正化等の観点から有効であることも多いと考えられるた

め、積極的にこれらの取組の実施に努めること。その他、保健指導の場などの多様な

機会を通じて、後発医薬品の啓発・普及に努めること。 

三 事業の評価 

事業の評価は、健康・医療情報を活用して、費用対効果の観点も考慮しつつ行うこと。

なお、評価の際に用いることが可能な指標としては、生活習慣の状況(食生活、日常生

活における歩数、アルコール摂取量、喫煙の有無等をいう。)、健康診査等の受診率及

びその結果、医療費等があること。 

なお、評価指標の設定に当たっては、次の指標も参考にすること。また、都道府県か

ら指標が示される場合には、当該指標等を踏まえて評価指標を設定すること。 

１ 特定健康診査実施率 
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２ 特定保健指導実施率 

３ 特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率 

４ ヘモグロビンA1cが8.0％以上の者の割合 

四 事業の見直し 

それぞれの事業については、少なくとも毎年度効果の測定及び評価を行った上で、必

要に応じて事業内容等の見直しを行うこと。 

五 計画期間、他の計画との関係等 

計画期間は、特定健康診査等実施計画(高齢者の医療の確保に関する法律第十九条第

一項に規定する特定健康診査等実施計画をいう。)や健康増進計画(健康増進法第八条第

一項に規定する都道府県健康増進計画(以下「都道府県健康増進計画」という。)及び市

町村健康増進計画をいう。)との整合性も踏まえ、複数年とすること。 

また、特定健康診査等実施計画は保健事業の中核をなす特定健康診査及び特定保健指

導の具体的な実施方法等を定めるものであることから、市町村及び組合が保健事業を総

合的に企画し、より効果的かつ効率的に実施することができるよう、可能な限り実施計

画と特定健康診査等実施計画を一体的に策定することが望ましいこと。 

なお、策定した実施計画については、分かりやすい形でホームページ等を通じて公表

すること。 

第六 事業運営上の留意事項 

市町村及び組合は、保健事業の運営に当たって、特に次の事項に留意すること。 

一 保健事業の担当者 

１ 第三に掲げられた保健事業を実施する際には、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、

看護師、管理栄養士、栄養士、歯科衛生士等、生活習慣病の予防等に関し知識及び経

験を有する者をもって充てること。 

２ 担当者の資質の向上のため、被保険者の生活習慣の改善等に向けた取組の目的及び

内容を理解させ、さらに知識及び技術を習得させるため、定期的な研修を行うこと。

その際には、効果的な研修を行うため、都道府県、他の市町村及び組合等と共同して

行うことも有効であること。 

二 実施体制の整備等 

１ 保健事業の積極的な推進を図るため、保健事業の担当者を確保するとともに、健康

増進法、母子保健法等に基づく当該地域における他の保健事業を担当する他の関係部

局又は国民健康保険団体連合会と連携及び協力を図るなど実施体制の整備に努める
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こと。 

２ 保健事業が円滑に実施されるよう、保険料等を財源とする保健事業費の確保に努め

ること。 

三 市町村が運営している診療施設等の活用 

市町村が運営している診療施設、健康管理センター及び総合保健施設は、地域におけ

る住民のQOLを向上させるため、保健医療の連携及び統合を図る地域包括ケアシステ

ム(地域の保健、医療及び福祉の関係者が連携、協力して、住民のニーズに応じた一体

的なサービスを行う仕組みをいう。)の拠点としての役割を担うことができるものであ

ることから、これらの施設を運営する市町村においては、当該施設との連携を図った保

健事業の実施に努めること。 

四 地域における組織的な取組の推進 

健康教室等をきっかけとして、地域における健康づくりを推進する被保険者の自主的

な組織づくりを推進すること。それによって、地域における健康意識を高め、より充実

した保健活動を行うこと。 

地域において既に被保険者の自主的な組織がある場合は、その活用を含め十分な連携

を図ること。 

五 委託事業者の活用 

１ よりきめ細やかな保健事業を行うために委託事業者を活用することも可能である

こと。 

その際は、事業が実効を上げるよう、保健や医療に関する専門家を有するなど、保

健指導を効果的に行うノウハウを有するような一定の水準を満たす事業者を選定し

委託すること。 

特に、個人を対象とした指導や小集団を対象とした指導等については、市町村及び

組合において企画及び調整を行うことを前提に、実際の指導に当たっては保健師等の

専門職を活用することが重要であること。 

２ 委託を行う際には、効果的な事業が行われるよう、委託事業者との間で、保健事業

の趣旨や被保険者への対応について、事前に十分に協議を行い、共通の認識を得てお

くこと。 

また、事業の終了後は、当該事業の効果について、客観的な指標を用いて評価を行

うこと。 

３ 民間のヘルスケア事業者、大学、研究機関、健診機関等を含めた、複数の小規模
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の市町村又は組合から成るコンソーシアム（共同事業体）を構成した上で、共同事業

を実施することも可能であること。 

その際は、複数の市町村又は組合が、被保険者の健康課題を共有した上で、個別の

市町村又は組合で実施する事業と比べて効果やメリットが期待されるよう留意する

こと。 

４ 市町村又は組合が民間事業者に委託等をして実施させる保健事業のうち、その事

業により解決を目指す健康課題に対応した成果指標が設定され、民間事業者に支払う

額等が当該成果指標の改善状況に連動する成果連動型民間委託契約方式（Ｐａｙ Ｆ

ｏｒ Ｓｕｃｃｅｓｓ）（以下「ＰＦＳ」という。）による保健事業を実施すること

も可能であること。成果指標の改善状況に連動するリスクを民間事業者が負うことで、

事業の費用対効果がより高まり、効果的かつ効率的な保健事業の実施につながること

が期待される。 

ただし、ＰＦＳによる保健事業を行う際には、健康維持・増進が前提となることや、

費用対効果の評価基準は通常の臨床研究と異なり未確立であることに留意すること。 

六 健康情報の継続的な管理 

１ 健康情報を継続的に管理することは、被保険者の健康の自己管理に役立ち、疾病の

発症及び重症化の予防の観点からも重要であること。 

健康情報の管理は、健康の自己管理の観点から本人が主体となって行うことが原則

であるが、市町村及び組合は、健康診査の結果、保健指導の内容、主な受診歴等、個々

の被保険者に係る健康情報を、少なくとも五年間継続して保存及び管理し、必要に応

じて活用することにより、被保険者による健康の自己管理及び疾病の発症や重症化の

予防の取組を支援するよう努めること。 

２ 健康情報の提供の際の手続等については、当該情報を第三者に提供する場合には、

原則としてあらかじめ被保険者本人の同意を得るなど、個人情報の保護に関する法律

(平成十五年法律第五十七号)、地方公共団体において同法第十二条第一項の趣旨を踏

まえて制定される条例等によること。 

３ 市町村又は組合を異動する際において、被保険者が希望する場合には、異動元の市

町村又は組合が保存及び管理している健康情報を被保険者に提供するとともに、異動

先の市町村又は組合に同情報を提供するように被保険者に対し勧奨すること。 

また、後期高齢者医療制度に異動する被保険者に対し、後期高齢者医療制度の保

健事業について周知を行うよう努めるとともに、被用者保険者と協力して、被用者保
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険から国民健康保険に異動することが見込まれる者に対して、国保法に基づく保健事

業について周知を行うように努めること。 

さらに、健康情報の継続的な管理に資するよう、既存の健康手帳等を活用し、健康

診査の記録を綴(と)じ込める記録簿を新たに発行するなど、必要に応じて工夫を行う

こと。 

第七 都道府県の役割 

一 都道府県は、当該都道府県の区域内の市町村又は組合ごとの健康課題や保健事業の実

施状況を把握するとともに、都道府県健康増進計画及び高齢者の医療の確保に関する法

律第九条に規定する都道府県医療費適正化計画を踏まえて、市町村及び組合並びに国民

健康保険団体連合会における保健事業の運営が健全に行われるよう、必要な助言及び支

援を行うなど積極的な役割を果たすこと。 

また、都道府県は当該都道府県内の市町村とともに国民健康保険を行うこととされて

おり、市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保等を図るため、国保法第八十二

条の二の規定に基づき策定する都道府県国民健康保険運営方針において、おおむね医療

に要する費用の適正化の取組に関する事項を定めることとされていることから、これに

基づき、保健事業の支援等を推進すること。 

この場合において、都道府県は、当該都道府県内の市町村における健康・医療情報の

横断的・総合的な分析を行うとともに、保健事業の推進に課題がある市町村への助言及

び支援を行うなど、市町村と連携すること。 

二 都道府県は、市町村及び組合が行う保健事業に関して、その適切かつ有効な実施を図

るため、当該事業の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整、専門的な技術又

は知識を有する者の派遣、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めること。 

また、都道府県は市町村が行う保健事業を支援するため、当該都道府県内の市町村に

対し、被保険者の診療報酬明細書等及び特定健康診査等の情報の提供を求めることがで

きること。 

第八 国民健康保険団体連合会の役割 

国民健康保険団体連合会は、診療報酬明細書等情報等を活用した医療費分析や保健事業

に関する調査及び研究、保健事業の実施体制を強化するために、市町村及び組合に対し、

在宅保健師等の派遣、専門的な技術又は知識を有する保健師等による保健事業従事者に対

する研修の実施等、市町村及び組合が行う保健事業のPDCAサイクルに係る取組等を支援

する事業を行うこと。 
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市町村及び組合はこれらを活用することにより、保健事業の充実を図ること。 

また、都道府県等の地域において共同事業を行う場合は、積極的に国民健康保険団体連

合会との連携を図ること。 

改正文 (平成二一年三月三一日厚生労働省告示第二三三号) 抄 

平成二十一年四月一日から施行する。 

改正文 (平成二六年三月三一日厚生労働省告示第一四〇号) 抄 

平成二十六年四月一日から適用する。 

改正文 (平成三〇年三月三〇日厚生労働省告示第一五六号) 抄 

平成三十年四月一日から適用する。 

改正文 (令和二年三月二七日厚生労働省告示第一一三号) 抄 

令和二年四月一日から適用する。 

改正文 (令和五年八月三一日厚生労働省告示第二五八号) 抄 

令和五年九月一日から適用する。 

 


